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トヨタやパナソニックなど製造業も続々参入！ 
「サブスクリプションモデル」が脚光を浴びる理由とは 
 

 モノ消費からコト消費へのパラダイムシフト

が進んでいる。ジェイアール東日本企画の調査

によれば「これ以上持ち物を増やしたくない」

との回答が52.1％と半数以上を占めた。所有を

最優先とする志向はすでに多数派ではないだろ

う。 

 音楽や動画の楽しみ方ではそれが明確に表れ

ており、SpotifyやHulu等の月額定額課金による

サブスクリプションモデルが台頭している。 

 この流れは製造業にも波及。トヨタは月額定

額サービス「KINTO」を開始予定だ。好きな車を

自由に選べる、従来の自動車販売とは対称的な

モデルへと舵を切る。パナソニックは最新テレ

ビを定額で提供する「安心バリュープラン」を

すでに開始。BtoBでもコマツやリコー等でサブ

スクリプション型ソリューションが提供されて

おり、他分野にも広がっていく可能性がある。 

 このような動きが加速しているのか。「所有」

を避け「利用」を求める消費者ニーズだけでな

く、企業側のニーズもあるだろう。企業として

は消費者が最新モデルを体験することで得られ

るブランド価値向上の機会は大きなメリット

だ。また、継続的に収益を得られることで単価

は低くなるが安定度は高くなる。顧客数の変動

を把握しやすく、マーケティング施策も打ちや

すい。 

 もちろん、継続的に価値を提供する必要があ

るため、よりきめ細かい経営戦略が求められる。

常時課題を洗い直せると考えれば、経営基盤を

強固にするモデルとも捉えられるだろう。 

 

軽減税率対策補助金の対象を拡大 
小売・流通段階支援の補助率引上げ 
 

中小企業庁では、2019年10月の消費税軽減税率

制度の実施に向けて、軽減税率対策補助金により

複数税率に対応するレジの導入支援、受発注シス

テムの改修等を支援することで、中小企業・小規

模事業者の軽減税率対応を支援してきが、このほ

ど、全国の中小企業・小規模事業者等や、商工会、

商工会議所、事業協同組合等の中小企業団体から

の要望等を踏まえ、同補助金の制度を大幅に拡充

したことを明らかにした。  

補助対象の拡大は、(1)従来は補助対象外とし

ていた事業者間取引における請求書等の作成に

係る対応（「区分記載請求書等保存方式」への対

応）について、これに対応するシステムの開発・

改修、パッケージ製品・事務機器等の導入に係る

費用を補助対象とする。また、(2)これまでレジ

の設置と同時に行われる商品情報（商品マスタ）

の登録に係る費用を補助対象としてきたが、レ

ジ設置時とは別に行う場合も補助対象とする。

さらに、(3)複数税率に対応する「券売機」につ

いても、補助の対象とする。 

次に、小売段階（BtoB）や流通段階（BtoC）

の支援における補助率も引き上げる。レジの設

置・改修、受発注システムの改修等に要する経

費の「３分の２以内」だった補助率を、原則「４

分の３以内」に引き上げる。 

併せて、３万円未満のレジを１台のみ導入す

る場合の補助率を「４分の３以内」から「５分

の４以内」に引き上げる。 

 


